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介護分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、介護分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
介護分野 

 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
      介護分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

介護人材確保に向けては、介護人材の処遇改善に加え、多様な人材の確保・育成、

離職防止・定着促進・生産性向上、介護職の魅力向上等、総合的な取組を進めてお

り、2014 年から 2016 年までにかけて、対前年比で平均６万人程度増加している。 
（処遇改善） 

介護人材の処遇改善については、これまでの合計で月額５万 7,000 円の改善に加

え、2019 年 10 月からは、「新しい経済政策パッケージ」（2017 年 12 月９日閣議

決定）に基づき、介護サービス事業所における勤続年数 10 年以上の介護福祉士に

月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費 1,000 億円程度を投

じ、更なる処遇改善を行い、他産業と遜色のない賃金水準を目指している。 
（生産性向上のための取組） 

生産性向上のための取組については、介護ロボットやＩＣＴの活用による業務負

担の軽減や職場環境の改善に引き続き取り組んでいるほか、組織マネジメント改革

を推進するための「生産性向上ガイドライン」の策定を進めている。 
（国内人材確保のための取組） 

国内人材確保については、上記に加え、介護分野へのアクティブシニア等の参入
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を促すための「入門的研修」の普及、介護福祉士を目指す学生への返済免除付きの

奨学金制度の拡充、介護に関する魅力の発信等、介護人材確保に向けた取組を総合

的に進めている。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

介護分野の有効求人倍率は、近年一貫して上昇を続けており、2017 年度において

は 3.64 倍と、全平均の 1.54 倍と比較し、２ポイント以上高い水準にある。また、

地域によって高齢化の状況等は異なっており、都道府県別の介護分野の有効求人倍

率は、全都道府県においておおむね２倍以上の状況にある。 
こうした状況の中、第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数の推計

（2018 年５月 21 日厚生労働省公表）では、2016 年時点における人材数である約 190

万人に加え、2020 年度末までには約 26 万人、2025 年度末までには約 55 万人を追

加で確保することが必要とされており、今後、年間平均６万人程度を確保していく

必要がある。 
介護人材確保に向けた総合的な取組を通じ、2014 年から 2016 年までにかけては、

対前年比で平均６万人程度増加しているが、近年増加数が減少傾向にあることに加

え、今後、生産年齢人口が一層減少していくこと等も見込まれる中、年間平均６万

人程度の国内介護人材の確保を引き続き進めていくことは困難な状況にある。 
こうした状況を踏まえ、介護業務の基盤となる能力や考え方等に基づき、利用者

の心身の状況に応じた介護を自ら一定程度実践できる即戦力の外国人を受け入れ、

利用者が安心して必要なサービスを受けられる体制の確保を図ることが、高齢化の

進展等に伴い、増大を続ける介護サービス需要に適切に対応するために必要不可欠

である。 
（４）受入れ見込数 

介護分野においては、2019 年度からの５年間で 30 万人程度の人手不足が見込ま

れる中、介護ロボット、ＩＣＴの活用等による５年間で１％程度（２万人程度）の

生産性向上及び処遇改善や高齢者、女性の就業促進等による追加的な国内人材の確

保（22～23 万人）を行ってもなお不足すると見込まれる最大６万人を上限として受

け入れることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、2023 年度末までは、当面、受入れ見込数を最大５万

900 人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

 介護分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試

験等に合格等した者又は介護分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

 ア 「介護技能評価試験」 
  イ アに掲げる試験の合格と同等以上の水準と認められるもの 
（２）日本語能力水準 

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」に加
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え、「介護日本語評価試験」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
 

４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）厚生労働大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、厚生労働大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
      身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴、食事、排せつの介助等）のほか、

これに付随する支援業務（レクリエーションの実施、機能訓練の補助等）とし、訪

問介護等の訪問系サービスにおける業務は対象としない。 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 事業所で受け入れることができる１号特定技能外国人は、事業所単位で、日本

人等の常勤介護職員の総数を上限とすること。 
イ  特定技能所属機関は、厚生労働省が組織する「介護分野における特定技能協議

会」（以下「協議会」という。）の構成員になること。 
ウ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、厚生労働省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
      直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

厚生労働省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、厚生労働省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
国において、地域医療介護総合確保基金を活用し、「参入促進」、「資質の向上」、

「労働環境・処遇の改善」等、地域の実情に応じ都道府県が実施する介護人材確保
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の取組を支援する。 
また、厚生労働省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、地

方における人手不足の状況について、地域別の有効求人倍率等による定期的な把握

を行い、必要な措置を講じることによって、各地域の事業者が必要な特定技能外国

人を受け入れられるよう図っていく。 
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ビルクリーニング分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、ビルクリーニング分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針

（以下「運用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
  ビルクリーニング分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
   ビルクリーニング分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技

能を生かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存

続・発展を図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

 関連業界では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、ロボット化の普及

促進や高齢者・若年者雇用の推進、賃金引上げに向けた方策に取り組んでいる。 
（生産性向上のための取組） 

 生産性向上のための取組として、平成 29 年度の公益社団法人全国ビルメンテナ

ンス協会の調査によると、約６割の企業がロボット導入に前向きな意向を示してお

り、ビルクリーニング業者、メーカー、ビルオーナー等が連携して協議会を開催し、

清掃機械の開発、業務用清掃ロボットの性能の検証やその導入促進に向けた検討を

急速に進めているほか、出勤状況をオンラインで把握する等の業務管理の効率化を

図るＩＴ化を進めている。 

（国内人材確保のための取組） 
 厚生労働省の産業別高齢者雇用推進事業により、公益社団法人全国ビルメンテナ

ンス協会において「ビルメンテナンス業高齢者雇用推進ガイドライン」を策定し、

同ガイドラインに基づく取組により業界の高齢者雇用を推進している。平成 27 年

国勢調査によると、ビル・建物清掃員の職種においては、従業者のうち 65 歳以上

の高齢者が 37.2％を占めているところである。
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 若年者雇用の取組としては、平成 28 年に、技能検定の対象であるビルクリーニ

ング技能士について、単一等級から複数等級に制度変更することにより、技能レベ

ルを段階ごとに確認できるようにし、経験年数が少ない若者が、自分の技能レベル

を確認しつつ意欲をもって業務に従事できるような環境を整備している。 

 また、賃金引上げに向けた方策として、厚生労働省において「ビルメンテナンス

業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライン」を策定し、ビルメンテナン

ス業者が品質確保の担い手を中長期的に育成・確保するための適正な利潤を確保で

きるよう、国や地方公共団体等に対して、最新の労務単価等を的確に反映した積算

を行うなど、適正な発注をするよう働きかけている。同ガイドライン発出後は、平

成 27 年度から平成 30 年度にかけて全国９か所 18 回にわたり発注担当者に対する

セミナーを開催し、同ガイドラインの周知徹底を図っている。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

 ビルクリーニング分野については、「建築物における衛生的環境の確保に関する

法律」（昭和 45 年法律第 20 号。以下「建築物衛生法」という。）の適用対象とな

る特定建築物が年々増加する中で、ビル・建物清掃員の有効求人倍率は近年高い水

準で推移し、平成 29 年度には 2.95 倍に達しており、人材の確保が困難な状況とな

っている。 

 平成 27 年国勢調査によると、ビル・建物清掃員の職種においては、従業者のう

ち女性が 70.9％を、65 歳以上の高齢者が 37.2％を占めているなど、従前より、女

性、高齢者を積極的に雇用しているが、近年の人手不足に鑑み、女性や高齢者が他

分野で就労機会を多く得られるようになったためビルクリーニング分野を希望し

なくなったことにより、人手不足が加速化していると考えられる。 

 人手不足によりビルクリーニング業務が適切に行われなくなれば、建築物の衛生

状態が悪化し、利用者の健康が損なわれるおそれがあることから、その防止のため

に、特定技能外国人の受入れが必要である。また、ビル・建物清掃員の平成 29 年

度の地域ブロック単位の有効求人倍率は、最も高い中国地方が 3.80 倍、最も低い

東北地方が 2.03 倍であり、全国的に人手不足が深刻な状況であることから、特定

技能外国人の受入れが急務である。 
（４）受入れ見込数 

 ビルクリーニング分野においては、令和元年度からの５年間で９万人程度の人手

不足が見込まれる中、毎年１％程度（５年間で４万人程度）の生産性向上及び追加

的な国内人材の確保（５年間で１万 3,000 人程度）を行ってもなお不足すると見込

まれる最大３万 7,000 人を上限として受け入れることとしていたところである。 
 しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大２万

人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
  ビルクリーニング分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以

下に定める試験に合格した者又はビルクリーニング分野の第２号技能実習を修了した
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者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 
   「ビルクリーニング分野特定技能１号評価試験」 
（２）日本語能力水準 
  ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
 

４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）厚生労働大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、厚生労働大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
   建築物内部の清掃 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 特定技能所属機関は、都道府県知事より、建築物衛生法第 12 条の２第１項第

１号に規定する建築物清掃業又は同項第８号に規定する建築物環境衛生総合管

理業の登録を受けていること。 
イ 特定技能所属機関は、厚生労働省が設置する、ビルクリーニング分野の業界

団体、試験実施主体、制度関係機関その他の関係者で構成する「ビルクリーニン

グ分野特定技能協議会」（以下「協議会」という。）の構成員になること。 
ウ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、厚生労働省又はその委託を受けた者が行う調査又は指

導に対し、必要な協力を行うこと。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
   直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

厚生労働省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
 また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針

を踏まえつつ、厚生労働省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行

い、運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
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（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 

 厚生労働大臣は、ビルクリーニング分野において各地域の事業者が必要な特定

技能外国人を受け入れられるよう、制度の基本的な仕組みや地域における登録支

援機関情報の周知等を、特に人材不足が深刻な地域に重点化して、業界団体とも

連携して実施する。また、厚生労働省は、地域的な人手不足の状況について、地

域別の有効求人倍率等による定期的な把握を行うとともに、業界内において取組

の地域差が生まれないよう、得た情報のほか、本制度の趣旨や優良事例を全国的

に周知することを含め、必要な措置を講じることによって、各地域の事業者が必

要な特定技能外国人を受け入れられるよう図っていく。 
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素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野における特定技能の在留資格に係る制

度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
経済産業大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野における特定技能の在留資格に係

る制度の運用に関する方針（以下「運用方針」という。）を定める。 
 

１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 

  素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業分野（以下「製造業分野」という。） 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

製造業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かし

た業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を

図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

（生産性向上のための取組） 
各企業及び業界では、①生産プロセスの見える化等の工場のデジタル化、ＩｏＴ

・ＡＩ等の活用による生産プロセスの刷新等の生産現場の改善の徹底や、②研修・

セミナー等の人材育成等の生産性向上のための取組を実施している。 

また、経済産業省としても、企業による設備投資やＩＴ導入を支援する施策によ

り、企業による生産性向上の取組を支援している。 

製造業の生産性は、平成 24 年から平成 28 年まで、年平均約２％向上している（推

計値）。 
（国内人材確保のための取組） 

各企業及び業界では、①女性や高齢者も働きやすい職場環境及び人事制度の整備

や、②適正取引の推進等による適正な賃金水準の確保等に取り組んでいる。 

また、経済産業省としても、①中小企業が女性、高齢者等多様な人材を活用する

好事例をまとめた「人手不足ガイドライン」の普及、②賃上げに積極的な企業への
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税制支援、③下請等中小企業の取引改善に向けた取組等を行い、企業による国内人

材確保の取組を促進している。 

製造業分野の就業者に占める女性及び 60 歳以上の者の比率は、平成 24 年には約

30％だったが､平成 29 年には約 33％に上昇している（推計値）。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

素形材部品・産業機械・電子部品に対する需要が高まる中、平成 29 年度の人手不

足数は、製造業分野に関連する有効求人数と有効求職者数の差や未充足人数から 4

万 9,000 人であり、５年後には、年２％程度と予測される製造業分野の需要拡大と

これに伴う労働需要の拡大が続くと、19 万 9,000 人の人手不足が生じるものと推計

している（平成 30 年度時点）。 

製造業分野に関連する職業分類における有効求人倍率（平成 29 年度）は 2.80 倍

となっており、当該分野に係る職種における有効求人倍率（平成 29 年度）は、例

えば、鋳物製造工 3.82 倍、鍛造工 4.32 倍、金属プレス工 2.97 倍、金属溶接・溶

断工 2.50 倍、プラスチック製品製造工 3.70 倍、製品包装作業員 3.60 倍となって

いる等、深刻な人手不足の状況にある。 

今後も製造業分野で必要となる労働力は増加するものと見込まれ、これら要因に

よる人手不足が早急に改善できる見通しは立っていない。 

また、製造業分野は、地域における雇用創出に貢献しているが、地域ごとに人手

不足の状況が異なる点に留意することは必要である。 

製造業分野は、我が国の国民生活に不可欠な分野であるところ、製造業分野の持

続的な発展を図るためには、製造業分野について基本的な知識・技能を有し、現場

の状況に応じて作業手順を自ら考え作業を実施することができる即戦力の外国人

を受け入れることが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展させていくために必要

不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

製造業分野においては、令和元年度からの５年間で 19 万 9,000 人程度の人手不足

が見込まれる中、毎年１％程度の労働効率化（５年間で 14 万 6,000 人程度）によ

る生産性向上及び追加的な国内人材の確保（５年間で 2 万 500 人～2 万 7,500 人程

度）を行ってもなお不足すると見込まれる最大３万 1,450 人を上限として受け入れ

ることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大４万

9,750 人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

製造業分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める

試験に合格した者又は製造業分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄に掲げる試験 
（２）日本語能力水準 
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  ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）経済産業大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、経済産業大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 

（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
１号特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）に定める試験区分に対

応し、別表ｂ．業務区分（５（１）関係）の欄に掲げる業務とする。 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 
  ア 特定技能所属機関は、「製造業特定技能外国人材受入れ協議・連絡会」（以下

「協議会」という。）の構成員になること。 

イ 特定技能所属機関は、協議会が行う一般的な指導、報告の徴収、資料の要求、

意見の報告又は現地調査等その他に対し、必要な協力を行うこと。 

ウ 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に対し、必要に応じて訓練・各種研

修を実施すること。 

（３）特定技能外国人の雇用形態 
直接雇用に限る。 

（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 
経済産業省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 

また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、経済産業省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
経済産業省は、協議会等と連携し、取組に地域差が生じないよう、本制度の趣旨

や情報、優良事例を全国的に周知する。また、公式統計等を踏まえ、地方における

人手不足の状況を把握し、必要な関連施策を講じる等的確に対応する。 
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６ 経過措置 

「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針の一部変更について」(令和４

年８月●日閣議決定)による変更前の運用方針別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄

に掲げる試験のうち、次の表の左欄に掲げる試験に合格した者は、それぞれ同表の右

欄に掲げる試験に合格したものとみなす。 

旧試験区分 新試験区分 

製造分野特定技能１号評価試験（鋳造） 製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（鍛造） 製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（ダイ

カスト） 
製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

加工） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（金属

プレス加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（鉄工） 製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（工場

板金） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（めっ

き） 

製造分野特定技能１号評価試験（金属

表面処理） 

製造分野特定技能１号評価試験（アル

ミニウム陽極酸化処理） 

製造分野特定技能１号評価試験（金属

表面処理） 

製造分野特定技能１号評価試験（仕上

げ） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

検査） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

保全） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 
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製造分野特定技能１号評価試験（電子

機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

機器組立て） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（プリ

ント配線板製造） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（プラ

スチック成形） 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 

製造分野特定技能１号評価試験（塗装） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（溶接） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（工業

包装） 

 

製造分野特定技能１号評価試験（機械

金属加工） 

製造分野特定技能１号評価試験（電気

電子機器組立て） 
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別表 
項番 ａ．試験区分（３（１）関係） ｂ．業務区分（５（１）関係） 
１ 
 
 

製造分野特定技能１号評価試験

（機械金属加工） 
機械金属加工（指導者の指示を理解し、又は、

自らの判断により、素形材製品や産業機械等

の製造工程の作業に従事。） 
２ 
 
 

製造分野特定技能１号評価試験

（電気電子機器組立て） 
 

電気電子機器組立て（指導者の指示を理解し、

又は、自らの判断により、電気電子機器等の

製造工程、組立工程の作業に従事。） 
３ 
 

 

製造分野特定技能１号評価試験

（金属表面処理） 
 

金属表面処理（指導者の指示を理解し、又は、

自らの判断により、表面処理等の作業に従

事。） 
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建設分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
国土交通大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、建設分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
建設分野 

 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

  建設分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 
   建設分野は深刻な人手不足の状況にあるが、国土交通省や業界団体等における生

産性向上や国内人材確保のための取組により、一定の成果が確認されている。 
（生産性向上のための取組） 

生産性向上に係る具体的な施策としては、令和７年度（2025 年度）までに建設現

場の生産性を２割向上させるという目標等を踏まえながら、施工時期の平準化、新

技術導入やＩＣＴ等の活用によるｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの推進、建設リカ

レント教育や多能工化の推進等による人材育成の強化等に取り組んでいるところ

である。今後はこれらに加えて、建設生産・管理システムのあらゆる段階における

ＩＣＴ等の活用、建設キャリアアップシステムを活用した現場管理の効率化等の取

組を進めることとしている。こうした取組を通じて、年間１％程度の労働効率化に

つなげていくこととしている。 
（国内人材確保のための取組）
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 国内人材確保に係る具体的な施策としては、平成 23 年度以降６年連続での公共

工事設計労務単価の引上げ、社会保険の加入徹底等による建設技能者の処遇改善に

向けた取組のほか、建設業の魅力を積極的に発信し、建設業を希望する入職者を増

やす取組を行っているところであり、例えば、新規学卒者の建設技能者を含めた建

設業入職者数は、平成 24 年の約 3.3 万人から平成 29 年は約４万人に増加するなど、

増加が確認されている。 
 今後はこれらに加えて、建設キャリアアップシステムの活用等によって建設技能

者の就業履歴や保有資格を業界横断的に蓄積し、適正な評価と処遇につなげる取組

を更に進めるとともに、適正な工期設定・施工時期の平準化等による長時間労働の

是正等、建設業における働き方改革についても推進することとしている。こうした

取組を通じて、若者・女性の入職、高齢者の更なる活躍等を促進し、近年の新規学

卒者における建設業の入職実績等も踏まえながら、施策を講じなかった場合と比べ

て１万人～２万人程度の就労人口の純増を図ることとしている。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

 建設分野においては、高齢の熟練技能者の大量引退が始まりつつあり、現在の年

齢構成等を踏まえれば、平成 30 年度には建設技能者約 329 万人、令和５年度には約

326 万人となると見込んでいる。一方で、建設業従事者の長時間労働を、製造業を

下回る水準まで減少させるなどの働き方改革の進展を踏まえ、必要となる労働力を

平成 30 年度は約 331 万人、令和５年度には約 347 万人と見込んでいる。このため、

建設技能者の人手不足数は、平成 30 年度時点で約２万人、令和５年度時点で約 21

万人と推計している。 

 また、平成 29 年度の建設分野の有効求人倍率は 4.13 倍となっていることを踏ま

えても、建設分野における人手不足は深刻な状況であるといえる。 

 毎月実施している建設労働需給調査（国土交通省）等によると、大規模災害から

の復旧・復興工事や国土強靱化対策、様々な地域で行われるプロジェクト等に応じ

て、地域によっては人手不足感が強くなっていることがわかる。 

 以上のような建設分野において深刻化する人手不足に対応するため、同分野にお

いては、官民を挙げて上記（２）の取組を進めることとしており、今後５年間で、

令和５年度時点の人手不足の見込数 21 万人のうち、生産性向上の取組により 16 万

人程度の労働効率化を図りつつ、国内人材確保の取組により、施策を講じなかった

場合と比べて１万人～２万人程度の就労人口の純増を図ることとしている。 

 このような取組を行ってもなお生じる人手不足について、一定の専門性・技能を

有する外国人の受入れで充足することが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展さ

せていくために必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

 建設分野においては、令和元年度からの５年間で 21 万人程度の人手不足が見込ま

れる中、毎年１％程度（５年間で 16 万人程度）の生産性向上及び追加的な国内人材

の確保（５年間で１万人～２万人程度）を行ってもなお不足すると見込まれる最大

４万人を１号特定技能外国人の上限として受け入れることとしていたところであ

る。 
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 しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、１号特定技能外国人の受

入れ見込数を最大３万 4,000 人とし、これを１号特定技能外国人の受入れの上限と

して運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

 建設分野において特定技能の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試験に

合格した者（２号特定技能外国人については、実務経験の要件も満たす者）とする。 
 また、特定技能１号の在留資格については、建設分野に関する第２号技能実習を修

了した者は、必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしているものとして取り扱う。 
（１）１号特定技能外国人 

ア 技能水準（試験区分） 
別表１ａ．試験区分（３（１）ア関係）の欄に掲げる試験 

イ 日本語能力水準 
（ア）「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
（イ）そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 
   技能水準（試験区分及び実務経験） 

ア 試験区分 
別表２ａ．試験区分（３（２）ア関係）の欄に掲げる試験 

イ 実務経験 
 建設現場において複数の建設技能者を指導しながら作業に従事し、工程を管理

する者（班長）としての実務経験を要件とする。 
 

４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）特定技能外国人が従事する業務 

 特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）ア及び（２）アに定める試

験区分に対応し、それぞれ以下のとおりとする。 
ア 試験区分３（１）ア関係（１号特定技能外国人） 
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別表１ｂ．業務区分（５（１）ア関係）の欄に掲げる業務とする。 
イ 試験区分３（２）ア関係（２号特定技能外国人） 

別表２ｂ．業務区分（５（１）イ関係）の欄に掲げる業務とする。 
（２）建設分野の特性を踏まえて特に講じる措置 

ア 建設業者団体及び元請企業に対して特に課す条件 
① 建設業は多数の専門職種に分かれており、建設業者団体も多数に分かれてい

ること等から、特定技能外国人の受入れに係る建設業者団体は、建設分野にお

ける外国人の適正かつ円滑な受入れを実現するため、共同して以下の取組を実

施する団体を設けること。 
・ 建設分野における特定技能外国人の適正かつ円滑な受入れの実現に向けた

共同ルールの策定及び遵守状況の確認 
・ 海外の現地機関との調整、試験場所の確保、受験者の募集、試験の実施等 
・  試験合格者及び試験免除者に対する必要に応じた訓練・各種研修の実施等 
・ 試験合格者及び試験免除者の就職先の斡旋・転職支援等 

② 建設現場では、元請企業が現場管理の責任を負うことから、特定技能所属機

関が下請企業である場合、元請企業は、特定技能所属機関が受け入れている特

定技能外国人の在留・就労の資格及び従事の状況（就労場所、従事させる業務

の内容、従事させる期間）について確認すること。 
イ 特定技能所属機関に対して特に課す条件 

 建設業では、従事することとなる工事によって建設技能者の就労場所が変わる

ため現場ごとの就労管理が必要となることや、季節や工事受注状況による仕事の

繁閑で報酬が変動するという実態もあり、特に外国人に対しては適正な就労環境

確保への配慮が必要であることから、以下のとおりとする。 
① 特定技能所属機関は、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の許可を受

けていること。 
② 特定技能所属機関は、国内人材確保の取組を行っていること。 
③ 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に対し、同等の技能を有する日本

人が従事する場合と同等以上の報酬額を安定的に支払い、技能習熟に応じて昇

給を行う契約を締結していること。 
④ 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に対し、雇用契約を締結するまで

の間に、当該契約に係る重要事項について、当該外国人が十分に理解すること

ができる言語で書面を交付して説明すること。 
⑤ 特定技能所属機関は、当該機関及び受け入れる特定技能外国人を建設キャリ

アアップシステムに登録すること。 
⑥ 特定技能所属機関は、外国人の受入れに関するア①の団体（当該団体を構成

する建設業者団体を含む。）に所属すること。 
⑦ 特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人の数と特定活動の在留資格で受

け入れる外国人（外国人建設就労者）の数の合計が、特定技能所属機関の常勤

の職員（外国人技能実習生、外国人建設就労者、１号特定技能外国人を除く。）

の総数を超えないこと。 
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⑧ 特定技能所属機関は、国土交通省の定めるところに従い、１号特定技能外国

人に対する報酬予定額、安全及び技能の習得計画等を明記した「建設特定技能

受入計画」の認定を受けること。 
⑨ 特定技能所属機関は、国土交通省又は国土交通省が委託する機関により、⑧

において認定を受けた計画を適正に履行していることの確認を受けること。 
⑩ ⑨のほか、特定技能所属機関は、国土交通省が行う調査又は指導に対し、必

要な協力を行うこと。 
⑪ そのほか、建設分野での特定技能外国人の適正かつ円滑な受入れに必要な事

項 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

 国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
 また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
     建設業については、今後本格化する大規模災害からの復旧・復興工事をはじめ、

国土強靱化対策が集中的に実施されること等を踏まえれば、建設需要の増加に応じ

て全国的に人材需要が高まるものと考えられる。自治体における一元的な相談窓口

の設置、ハローワークによる地域の就職支援等を着実に進める等の業種横断的な措

置・方策に加え、国土交通省は、地方における人手不足の状況について、地域別の

有効求人倍率や建設労働需給調査等により定期的な把握を行うとともに、本制度の

趣旨や優良事例を全国的に周知し、必要な措置を講じること等により、各地域の事

業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう図っていく。 
６ 経過措置 

「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針の一部変更について」(令和４

年８月●日閣議決定)による変更前の運用方針別表１ａ．試験区分（３（１）ア関係）

の欄に掲げる試験のうち、次の表の左欄に掲げる試験に合格した者は、それぞれ同表

の右欄に掲げる試験に合格したものとみなす。 

旧試験区分 新試験区分 

建設分野特定技能１号評価試験（型枠施

工） 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（左官） 建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（コンク

リート圧送） 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 
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建設分野特定技能１号評価試験（トンネ

ル推進工） 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建設機

械施工） 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（土工） 建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（屋根ふ

き） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（電気通

信） 

建設分野特定技能１号評価試験（ライフ

ライン・設備） 

建設分野特定技能１号評価試験（鉄筋施

工） 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（鉄筋継

手） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（内装仕

上げ） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（とび） 建設分野特定技能１号評価試験（土木） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築大

工） 
建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（配管） 建設分野特定技能１号評価試験（ライフ

ライン・設備） 

建設分野特定技能１号評価試験（建築板

金） 
建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（ライフ

ライン・設備） 

建設分野特定技能１号評価試験（保温保

冷） 
建設分野特定技能１号評価試験（ライフ

ライン・設備） 

建設分野特定技能１号評価試験（吹付ウ

レタン断熱） 
建設分野特定技能１号評価試験（建築） 

建設分野特定技能１号評価試験（海洋土

木工） 
建設分野特定技能１号評価試験（土木） 
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別表１ 
項番 ａ．試験区分（３（１）ア関係） ｂ．業務区分（５（１）ア関係） 
1 
 

 

建設分野特定技能１号評価試験（土木） 
技能検定３級（型枠施工） 
技能検定３級（鉄筋施工） 
技能検定３級（とび） 
技能検定３級（造園） 
技能検定３級（塗装） 

土木（指導者の指示・監督を受けなが

ら、土木施設の新設、改築、維持、修

繕に係る作業等に従事） 

2 
 

 
 

建設分野特定技能１号評価試験（建築） 
技能検定３級（型枠施工） 
技能検定３級（左官） 
技能検定３級（かわらぶき） 
技能検定３級（鉄筋施工） 
技能検定３級（内装仕上げ施工） 
技能検定３級（とび） 
技能検定３級（建築大工） 
技能検定３級（建築板金） 
技能検定３級（塗装） 
技能検定３級（ブロック建築） 
技能検定３級（広告美術仕上げ） 

建築（指導者の指示・監督を受けなが

ら、建築物の新築、増築、改築若しく

は移転又は修繕若しくは模様替に係る

作業等に従事） 

3 

 

 

建設分野特定技能１号評価試験（ライフ

ライン・設備） 
技能検定３級（配管） 
技能検定３級（建築板金） 
技能検定３級（冷凍空気調和機器施工） 

ライフライン・設備（指導者の指示・

監督を受けながら、電気通信、ガス、

水道、電気その他のライフライン・設

備の整備・設置、変更又は修理に係る

作業等に従事） 
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別表２ 
項番 ａ．試験区分（３（２）ア関係） ｂ．業務区分（５（１）イ関係） 
1 
 

 

建設分野特定技能２号評価試験（土木） 
技能検定１級（型枠施工） 
技能検定１級（コンクリート圧送施工） 
技能検定１級（鉄筋施工） 
技能検定１級（とび） 
技能検定１級（ウェルポイント施工） 
技能検定１級（鉄工（構造物鉄工作業）） 
技能検定１級（塗装） 
技能検定１級（さく井） 
技能検定１級（造園） 
技能検定単一等級（路面標示施工） 

土木（複数の建設技能者を指導しなが

ら、土木施設の新設、改築、維持、修

繕に係る作業等に従事し、工程を管理） 

2 
 

 
 

建設分野特定技能２号評価試験（建築） 

技能検定１級（型枠施工） 
技能検定１級（左官） 
技能検定１級（コンクリート圧送施工） 
技能検定１級（かわらぶき） 
技能検定１級（鉄筋施工） 
技能検定１級（内装仕上げ施工） 
技能検定１級（表装） 
技能検定１級（とび） 
技能検定１級（建築大工） 
技能検定単一等級（枠組壁建築） 
技能検定単一等級（エーエルシーパネル

施工） 
技能検定単一等級（バルコニー施工） 
技能検定１級（建築板金） 
技能検定１級（熱絶縁施工（吹付け硬質

ウレタンフォーム断熱工事作業）） 
技能検定１級（石材施工） 
技能検定１級（タイル張り） 
技能検定１級（築炉） 
技能検定１級（鉄工（構造物鉄工作業）） 
技能検定１級（塗装） 
技能検定１級（防水施工） 
技能検定１級（建具製作) 
技能検定１級（カーテンウォール施工) 
技能検定１級（自動ドア施工） 

建築（複数の建設技能者を指導しなが

ら、建築物の新築、増築、改築若しく

は移転又は修繕若しくは模様替に係る

作業等に従事し、工程を管理） 
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技能検定１級（サッシ施工） 
技能検定１級（ガラス施工） 
技能検定１級（ブロック建築） 
技能検定１級（樹脂接着剤注入施工） 
技能検定１級（広告美術仕上げ） 
技能検定１級（厨房設備施工） 

3 

 

 

 

建設分野特定技能２号評価試験（ライフ

ライン・設備） 
技能検定１級（配管） 
技能検定１級（建築板金） 
技能検定１級（熱絶縁施工（保温保冷工

事作業）） 
技能検定１級（冷凍空気調和機器施工） 

ライフライン・設備（複数の建設技能

者を指導しながら、電気通信、ガス、

水道、電気その他のライフライン・設

備の整備・設置、変更又は修理の作業

等に従事し、工程を管理） 
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造船・舶用工業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
国土交通大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、造船・舶用工業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以

下「運用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
造船・舶用工業分野 

 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

造船・舶用工業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能

を生かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続

・発展を図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

（生産性向上のための取組） 
生産性向上のための取組については、「海事生産性革命（ｉ－Ｓｈｉｐｐｉｎｇ）」

の取組により、船舶の開発・設計、建造から運航に至る全てのフェーズにＩＣＴの

導入を進めること等により、生産性の向上に取り組んでいる。平成 28 年度及び平

成 29 年度に、造船現場における生産性を向上させる革新的な技術開発の支援事業

として、18 事業の採択を行った。今後、引き続き造船業全体の生産性を向上させる

ための支援を行うとともに、開発した技術の普及に向けた取組を進めることによ

り、生産性向上の取組を進めていく。 

（国内人材確保のための取組） 
国内人材確保のための取組については、造船工学の教材の作成や造船に係る若手

教員の専門指導力向上のための研修プログラムの開発等による若手の造船業への

進出・定着や女性が働きやすい現場環境の改善に取り組んでいる。さらに、多様な

勤務形態の確保を通じた積極的な高齢者の雇用等に取り組んでいる。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。）
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造船・舶用工業は、裾野の広い労働集約型産業として、国内に生産拠点を維持し、

その殆どが地方圏に存在している。特に瀬戸内や九州には、造船・舶用工業が主要

産業として経済、雇用において中核的な役割を担っている地域が多数存在してい

る。地域に立地する造船・舶用工業にあっては、少子高齢化・生産年齢人口減少が

急激に進んでいることに加えて、若者の地方から都市部への流出により、日本人の

若手就労者の確保に苦労している状況である。 

足元の人手不足の状況については、造船・舶用工業分野における主な職種の平成

29 年度の有効求人倍率は、溶接（金属溶接・溶断工）2.50 倍、塗装（塗装工）4.30

倍、鉄工（鉄工、製缶工）4.21 倍、仕上げ（めっき工、金属研磨工）4.41 倍、機

械加工（数値制御金属工作機械工）3.45 倍、電気機器組立て（電気工事作業員）2.89

倍となっているなど深刻な人手不足状況にあり、現時点で 6,400 人程度の人手不足

が生じていると推計している。 

制度開始５年後（令和５年度）の人手不足見込みについては、交通政策審議会の

答申に掲げられた我が国造船・舶用工業の目標「2025 年の世界の新造船建造量のシ

ェア３割を獲得」を達成するために必要となる労働力等から算定し、２万 2,000 人

程度の人手不足が生じると推計している。 

造船・舶用工業は、四面を海に囲まれた我が国にとって不可欠な海上輸送に要す

る船舶を安定的に供給し、また、裾野が広い労働集約型産業として地域の経済・雇

用にも貢献している非常に重要な産業である。造船・舶用工業の持続的な発展を図

るためには、造船・舶用工業について一定の専門性・技能を有する外国人を受け入

れることが、造船・舶用工業の基盤を維持し、今後も発展させていくために必要不

可欠である。 
（４）受入れ見込数 

造船・舶用工業分野においては、令和元年度からの５年間で２万 2,000 人程度の

人手不足が見込まれる中、毎年１％程度（５年間で 7,000 人程度）の生産性向上及

び追加的な国内人材の確保（５年間で 3,000 人程度）を行ってもなお不足すると見

込まれる最大１万 3,000 人を１号特定技能外国人の上限として受け入れることとし

ていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、１号特定技能外国人の受

入れ見込数を最大１万 1,000 人とし、これを１号特定技能外国人の受入れの上限と

して運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

造船・舶用工業分野において特定技能の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定

める試験に合格した者（２号特定技能外国人については、実務経験の要件も満たす者）

とする。 
また、特定技能１号の在留資格については、造船・舶用工業分野に関する第２号技

能実習を修了した者は、必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしているものとし

て取り扱う。 
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（１）１号特定技能外国人 
ア 技能水準（試験区分） 

別表ａ．試験区分（３（１）関係）の欄に掲げる試験 
イ 日本語能力水準 
（ア）「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
（イ）そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 
技能水準（試験区分及び実務経験） 

ア 試験区分 
「造船・舶用工業分野特定技能２号試験（溶接）」 

イ 実務経験 
複数の作業員を指揮・命令・管理する監督者としての実務経験を要件とする。 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 
５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）特定技能外国人が従事する業務 

特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）ア及び（２）アに定める試

験区分に対応し、それぞれ以下のとおりとする。 
  ア 試験区分３（１）ア関係（１号特定技能外国人） 

別表ｂ．業務区分（５（１）関係）の欄に掲げる業務とする。 
  イ 試験区分３（２）ア関係（２号特定技能外国人） 

溶接（手溶接、半自動溶接） 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する「造船・舶用工業分野特定技能協

議会」（以下「協議会」という。）の構成員になること。 
イ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
ウ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、上記ア、イ及びウの条件を全て満たす登録支援機関に委託
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すること。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
国土交通省は、地方における人手不足の状況について、地域別の有効求人倍率等

による定期的な把握を行い、必要な措置を講じることによって、各地域の事業者が

必要な特定技能外国人を受け入れられるよう図っていく。 
また、自治体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就職

支援等を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は協議会等

と連携し、業界内において取組の地域差が生じないよう、本制度の趣旨をはじめ、

本制度に係る情報や優良事例を全国的に周知することにより、外国人が特定の地域

に過度に集中して就労することとならないよう配慮する。 
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別表 
項番 ａ．試験区分（３（１）関係） ｂ．業務区分（５（１）関係） 
１ 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（溶接） 
溶接（手溶接、半自動溶接） 
 

２ 
 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（塗装）又は技能検定３級（塗

装） 

塗装（金属塗装作業、噴霧塗装作業） 
 
 

３ 
 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（鉄工）又は技能検定３級（鉄

工） 

鉄工（構造物鉄工作業） 
 
 

４ 
 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（仕上げ）又は技能検定３級

（仕上げ） 

仕上げ（治工具仕上げ作業、金型仕上げ作

業、機械組立仕上げ作業） 
 

５ 
 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（機械加工）又は技能検定３

級（機械加工） 

機械加工（普通旋盤作業、数値制御旋盤作

業、フライス盤作業、マシニングセンタ作

業） 
６ 
 
 
 

造船・舶用工業分野特定技能１号

試験（電気機器組立て）又は技能

検定３級（電気機器組立て） 
 

電気機器組立て（回転電機組立て作業、変

圧器組立て作業、配電盤・制御盤組立て作

業、開閉制御器具組立て作業、回転電機巻

線製作作業） 
 



別紙８ 

 - 1 -

自動車整備分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
国土交通大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、自動車整備分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下

「運用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
    自動車整備分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
      自動車整備分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生

かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発

展を図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

関連業界では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、作業効率向上に資

する設備機器の導入、若者に対する職場体験機会の提供や広報啓発、賃金水準の改

善等の処遇の改善に取り組んでいるところ、整備要員１人当たりの年間平均給与

は、５年連続で増加（平成 29 年度は前年度比 1.1%増）しているなどの成果を挙げ

ている。 

（生産性向上のための取組） 
国土交通省では、補助事業等により業界の取組を支援するとともに、生産性向上

のための取組として、①中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）に基づく

経営力向上計画の認定、②故障箇所の効率的な特定に必要な「外部故障診断装置」

（スキャンツール）の導入補助等に取り組んでいるところ、スキャンツール導入支

援を適用した台数の着実な増加（平成 25 年度より延べ１万 730 台）等の成果を挙

げている。 

（国内人材確保のための取組） 
国内人材の確保に関し、若者・女性の就業促進のため、①運輸支局長等による高
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等学校訪問、②自動車整備士のＰＲポスターや動画の作成、インターネットを活用

した情報発信、③自動車整備工場の経営者に対する人材確保セミナーの開催等に取

り組んでいるところ、高等学校訪問実施回数の着実な増加（平成 26 年度より延べ

2,956 回）、「自動車整備業における女性が働きやすい環境づくりのためのガイド

ライン」策定（平成 29 年 12 月）等の成果を挙げている。 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
自動車整備分野における労働力需要は、自動車の保有台数が、当面の間ほぼ横ば

いで推移し、その点検整備の需要が減少する見込みがない一方、供給においては、

自動車整備士を志す若者の減少に加え、高齢の自動車整備士の引退が始まりつつあ

り、平成 29 年度における自動車整備分野の有効求人倍率は 3.73 倍であるなど、深

刻な人手不足の状態にあると評価でき、５年後において、１万 3,000 人程度の人手

不足が生じると推計している。 

地域的に見ると、自動車整備分野においては、その地域において保有されている

自動車台数により需要が決まるため、例えば、自動車保有台数が多い愛知県及び埼

玉県において自動車整備分野の有効求人倍率がそれぞれ 8.35 倍及び 6.08 倍である

一方、自動車保有台数が少ない都道府県においても、例えば、富山県及び福井県に

おいて当該有効求人倍率がそれぞれ 6.43 倍及び 5.77 倍である等、人手不足が生じ

ている地域がある。 

 また、自動車整備分野は、自動車ユーザーからの委託に基づき自動車の点検整備

を行うことにより、自動車の安全・環境性能の維持に係る基幹的役割を担い、我が

国の国民生活に不可欠な分野であるところ、一定の専門性・技能を有し、その能力

を用いた自動車整備に従事する外国人を受け入れることで、必要な知識・技能を有

する自動車整備要員の確保を実現し、自動車ユーザーが自動車の点検整備を委託で

きる環境を全国で維持することが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展させてい

くために必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

自動車整備分野においては、令和元年度からの５年間で１万 3,000 人程度の人手

不足が見込まれる中、５年で１％程度（５年間で 4,000 人程度）の生産性向上及び

追加的な国内人材の確保（５年間で 2,500 人程度）を行ってもなお不足すると見込

まれる最大 7,000 人を上限として受け入れることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大 6,500

人とし、これを受入れの上限として運用する。 

 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
  自動車整備分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定

める試験に合格した者又は自動車整備分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

「自動車整備分野特定技能評価試験」又は「自動車整備士技能検定試験３級」 
（２）日本語能力水準 



 

 - 3 -

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

     自動車の日常点検整備、定期点検整備、特定整備、特定整備に付随する業務 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する「自動車整備分野特定技能協議会」

（以下「協議会」という。）の構成員になること。 
イ 特定技能所属機関は、協議会に対し必要な協力を行うこと。 
ウ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 78 条第１

項に基づく、地方運輸局長の認証を受けた事業場であること。 
オ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、以下の全ての条件を満たす登録支援機関に委託すること。 
 ① 上記ア、イ及びウの条件を満たすこと。 
 ② 自動車整備士１級若しくは２級の資格を有する者又は自動車整備士の養成

施設において５年以上の指導に係る実務の経験を有する者を置くこと。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

     直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと
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ならないようにするために必要な措置 
自治体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就職支援等

を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は、協議会等と連

携し、地域別の有効求人倍率や自動車保有台数等により地域的な人手不足の状況に

ついて定期的な把握を行うとともに、業界内において取組の地域差が生まれないよ

う、得た情報のほか、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知し、必要な措置を講

じることによって、各地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう

図っていく。 



別紙９ 
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航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
国土交通大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、航空分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
航空分野 

 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

航空分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

航空分野では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、ＩＴ技術や新型機

器の導入推進、労働条件や職場環境の改善等に取り組んでいる。 
（生産性向上のための取組） 

生産性向上については、業務のマルチタスク化、ＩＴ技術や新型機器の導入によ

る作業の効率化、新型航空機の導入による作業工数の縮減等を図っている。また、

シミュレーターによる支援車両操作訓練等の導入により実機材を使用しないこと

で、平成 28 年下期では延べ４か月程度であった訓練期間を平成 29 年下期では延べ

２か月程度に短縮する例等、人材育成の効率化に取り組んでいる。さらに、平成 30

年に設置した「航空イノベーション推進官民連絡会」において、官民連携により、

令和２年（2020 年）までの空港グランドハンドリングでの省力化技術の導入、令和

12 年（2030 年）までの自動化技術の導入という目標を設定し、現在、貨物運搬車等

の支援車両の自動走行や旅客搭乗橋の自動装着等、先端技術の活用に向けた実証実

験を行っており、業務の省力化・効率化に取り組んでいる。具体的には、平成 30

年度内に空港制限区域内における乗客・乗員等の輸送を想定した自動走行の実証実
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験を４空港８件予定しており、さらに令和元年度以降も取組を拡大していく予定で

ある。 

（国内人材確保のための取組） 
国内人材の確保については、賃金水準の改善や諸手当の拡充等の処遇の改善の取

組が進んでいるほか、公休日数の引上げ、育児休業制度の拡充等の労働条件や職場

環境の改善により、新規雇用の増加、若年離職者の抑制も図っている。また、継続

雇用等の拡大により、65 歳以上の整備士を雇用する主要事業者が、平成 25 年から

平成 30 年までの５年間で約３割から約７割に増加するなど、高齢層の活用が進んで

いる。さらに、航空を目指す若者の裾野拡大を図るため、産学官連携の下、若年層

の関心を高めるキャンペーンや女性の就業促進に向けた女性航空従事者による講習

会等を行っている。 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
近年の訪日外国人旅行者の増加や LCC（Low Cost Carrier：格安航空会社）の事

業拡大に伴い、国際線旅客数及び着陸回数は過去５年間でそれぞれ約 1.6 倍、約 1.5

倍と増加しているなど、我が国の航空需要は拡大を続けている。さらに、今後「明

日の日本を支える観光ビジョン」における訪日外国人旅行者数の政府目標（2020 年

4,000 万人、2030 年 6,000 万人）の達成に向けた国際線旅客の更なる増加等に的確

に対応していくためには、これを支える航空分野の人材確保が極めて重要である。

しかしながら、航空分野においては、生産性向上や国内人材確保の取組を進めてい

るものの、即戦力となる航空専門学校の入学者数の定員割れが常態化しており、ま

た、整備士の高齢化等による大量退職への対応も喫緊の課題となっている。航空分

野に従事している主な職種での平成 29 年度における有効求人倍率は 4.17 倍（陸上

荷役・運搬作業員 4.97 倍、他に分類されない輸送の職業 2.17 倍、輸送用機械器具

整備・修理工（自動車を除く。）2.00 倍）となっており、平成 28 年の雇用動向調

査における職業別の欠員率が運輸業・郵便業 3.4％等となっているほか、今後もさ

らに航空需要が拡大することから、５年後の令和５年（2023 年）には、8,000 人程

度の人手不足が生じると見込んでおり、航空分野は深刻な人手不足の状況にあると

評価できる。 

また、航空分野における業務は日本全国の空港で行われているところ、地方空港

における国際線旅客数及び着陸回数が過去５年間でそれぞれ約 2.5 倍、約 1.9 倍と

増加するなど、地方部の空港においても航空需要が拡大し、地方部の人手不足も深

刻化していくことが見込まれる。 

航空輸送は我が国の経済社会活動や国民生活を支える基盤であり、航空分野の現

場で即戦力となる人材は、安全で安定的な輸送の確保のための重要な役割を担って

いる。訪日外国人旅行者の増加等による航空需要の増加に的確に対応していくこと

が求められる中、資格保持者等の指導者やチームリーダーの指導・監督の下で、空

港内での作業の制約を理解し、航空機用の特殊な機材や工具を用いて作業を行うと

いう一定の専門性・技能を有する外国人を受け入れることが、当該分野の基盤を維

持し、今後も発展させていくために必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 
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航空分野においては、令和元年度からの５年間で 8,000 人程度の人手不足が見込

まれる中、毎年１％程度（５年間で 2,500 人程度）の生産性向上及び追加的な国内

人材の確保（５年間で 3,500 人～4,000 人程度）を行ってもなお不足すると見込ま

れる最大 2,200 人を上限として受け入れることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大 1,300

人とし、これを受入れの上限として運用する。 

 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

航空分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試

験に合格した者又は航空分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

ア 「特定技能評価試験（航空分野：空港グランドハンドリング）」 
イ 「特定技能評価試験（航空分野：航空機整備）」 

（２）日本語能力水準 
ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣は、

法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 
５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

１号特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）に定める試験区分に対

応し、それぞれ以下のとおりとする。 
ア 試験区分３（１）ア関係 

空港グランドハンドリング（地上走行支援業務、手荷物・貨物取扱業務等） 
イ 試験区分３（１）イ関係 

航空機整備（機体、装備品等の整備業務等） 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 

ア 空港管理者により空港管理規則に基づく当該空港における営業の承認等を受け

た事業者若しくは航空運送事業者又は航空法に基づき国土交通大臣の認定を受け
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た航空機整備等に係る事業場を有する事業者若しくは当該事業者から業務の委託

を受ける事業者であること。 
イ 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する「航空分野特定技能協議会」（以

下「協議会」という。）の構成員になること。 
ウ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
エ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
オ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、上記イ、ウ及びエの条件を満たす登録支援機関に委託する

こと。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
自治体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就職支援等

を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は、地方における

人手不足の状況について、地域別の有効求人倍率等による定期的な把握を行うとと

もに、協議会等と連携し、本制度の趣旨や優良事例の情報を全国的に周知すること

を含め、必要な措置を講じることによって、地方部の中小事業者も含めた各特定技

能所属機関に採用活動や生活支援の充実を促し、各地域の事業者が必要な特定技能

外国人を受け入れられるよう図っていく。 
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宿泊分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
国土交通大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、宿泊分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
  宿泊分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

宿泊分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

宿泊分野では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、業務効率化、ＩＴ

化・機械化や、女性・高齢者・若者の就業促進に取り組んでいる。  
（生産性向上のための取組） 

宿泊分野では、マルチタスク化の推進、スタッフの技能向上を促すとともに、そ

の習得状況を情報共有するためのスキルマップの作成、ＩＴを活用した問合せへの

自動応答や宿泊者情報の共有による業務効率化等に取り組んでいる。また、全国の

旅館・ホテルの幹部層を対象としたワークショップやセミナー等を開催し、好事例

を全国へ展開することにより、これらの取組の普及拡大を進めている。 

これらの取組により、過去５年間の年平均生産性向上率は 2.8％と、全産業平均

（1.7％）を大きく上回る状況となっている。 
（国内人材確保のための取組） 

宿泊分野では、女性のキャリアアップを促進する教育研修制度の確立や高齢者が

働きやすい勤務体系の導入、シニアスタッフが担当する新入社員をサポートするメ

ンター制度の導入等を進めているほか、休館日の導入、有給休暇完全消化の徹底等
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の労働環境の改善に取り組んでいる。また、宿泊分野における女性・シニアの活躍

事例を調査し、その好事例をオンライン講座やセミナーを通じて広く発信すること

により、これらの取組の普及拡大を進めている。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

平成 29 年の訪日外国人旅行者数は 2,869 万人であり、これは平成 24 年と比較す

ると約 3.4 倍の増加となっている。さらに、今後「明日の日本を支える観光ビジョ

ン」における訪日外国人旅行者数の政府目標（2020 年 4,000 万人、2030 年 6,000

万人）の達成に向けた宿泊需要に対応するためには、これを支える宿泊分野の人材

確保が必要不可欠である。また、観光を地方創生につなげていくためには、３大都

市圏以外の地方部への外国人旅行者の訪問を増大させる必要があるが、その延べ宿

泊者数は、最近５年間で大都市圏では約 2.2 倍、地方部では約 2.8 倍の増加となっ

ており、全国にわたって、宿泊需要の増大への対応が必要となっている。 

    他方、宿泊分野に係る職業の有効求人倍率（平成 29 年度）は全国で 6.15 倍であ

り、また、宿泊業、飲食サービス業の欠員率（平成 29 年）は全国で 5.4％となって

おり、宿泊分野では、現時点で既に約３万人の人手不足が生じているものと推計し

ているが、さらに、今後の訪日外国人旅行者の増加等に伴い、５年後（令和５年）

までに全国で 10 万人程度の人手不足が生じると見込んでいる。 

   以上のような状況に対応するため、宿泊分野において、一定の専門性・技能を有

し、その能力を用いたフロント、企画・広報、接客及びレストランサービス等の様

々な業務に従事する外国人を受け入れることにより、宿泊分野の深刻な人手不足の

解決に繋げることが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展させていくために必要

不可欠である。 
（４）受入れ見込数 
     宿泊分野において、令和元年度からの５年間で 10 万人程度の人手不足が見込まれ

る中、毎年 2.8％程度の生産性向上を図るとともに、国内人材の確保のための取組

を進めることにより、労働効率化（５年間で５万人程度）及び追加的な国内人材の

確保（５年間で３万人程度）を行ってもなお不足すると見込まれる最大２万 2,000

人を上限として受け入れることとしていたところである。 

   しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大１万

1,200 人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
    宿泊分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試

験に合格した者又は宿泊分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 
      「宿泊業技能測定試験」 
（２）日本語能力水準 

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
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４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）国土交通大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、国土交通大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
   宿泊施設におけるフロント、企画・広報、接客及びレストランサービス等の宿泊

サービスの提供に係る業務 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 
  ア 宿泊分野においては、１号特定技能外国人が従事する業務内容を踏まえ、旅館・

ホテル営業の形態とするとともに、以下の条件を満たすものとする。 
  （ア）旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第２条第２項に規定する「旅館・ホテ

ル営業」の許可を受けた者であること。 

（イ）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号。以下「風俗営業法」という。）第２条第６項第４号に規定する「施設」に

該当しないこと。 

  （ウ）特定技能外国人に対して風俗営業法第２条第３項に規定する「接待」を行わ

せないこと。 

  イ 特定技能所属機関は、国土交通省が設置する「宿泊分野特定技能協議会」（以

下「協議会」という。）の構成員になること。 
  ウ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
  エ 特定技能所属機関は、国土交通省又はその委託を受けた者が行う調査又は指導

に対し、必要な協力を行うこと。 
  オ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、上記イ、ウ及びエの条件を全て満たす登録支援機関に委託

すること。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
      直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 
      国土交通省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
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   また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、国土交通省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
   自治体における一元的な相談窓口の設置、ハローワークによる地域の就職支援等

を着実に進める等の業種横断的な措置・方策に加え、国土交通省は、地域における

人手不足の状況について、協議会等の場を活用して、地域別の有効求人倍率及び欠

員率や業界団体を通じた調査等により定期的な把握を行うとともに、関係省庁や宿

泊業界と連携して、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知し、各地域の宿泊施設

による生活支援の充実を促すことや、地域の宿泊施設から送出し国に対し、地域の

魅力や受入れ環境についての情報発信を促すことを含め、必要な措置を講じること

により、各地域の事業者が必要な特定技能外国人を受け入れられるよう図ってい

く。 
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農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
農林水産大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 

１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
  農業分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
   農業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

 関連業界では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、農作業機械化への

取組やインターンシップの推進、新規就農者の定着支援に取り組んでいる。 
 （生産性向上のための取組） 
   農林水産省では、「農は国の基」であり、農業振興が国の基本的施策として重要

であることから、補助事業等により業界の取組を支援するとともに、生産性向上の

ための取組として、①農地中間管理機構等を通じた農業の担い手への農地の集積・

集約化、②ロボット技術、ＩＣＴ等の先端技術の活用によるスマート農業の実現等

を推進し、省力化による生産性の向上に取り組んでいるところ、全耕地面積に占め

る担い手の利用面積のシェアは、平成 25 年の 48.7％から平成 29 年には 55.2％に

増加、担い手がデータを使って生産性向上や経営改善に挑戦できる環境をつくるた

め、データの連携や提供機能を持つ「農業データ連携基盤」のプロトタイプを平成

29 年に構築するなどの成果を挙げている。 
 （国内人材確保のための取組） 
   また、国内人材の確保に関しても、①新規就農者に対する資金の交付や無利子融
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資による支援、②女性の活躍支援や農福連携の推進等により、若者・女性・高齢者

等の多様な国内人材の確保にも努めているところであり、49 歳以下の新規就農者が

４年連続で２万人を超えるなどの成果を挙げている。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
   農業分野における雇用労働力は、平成 17 年に 13 万人であったものが、平成 27

年には 22 万人と、この 10 年で 1.7 倍に増加しているほか、平成 29 年の農業分野

の有効求人倍率は 1.94 倍（農耕作業員 1.71 倍、養畜作業員 2.80 倍）となってい

る。また、「新たな外国人材の受入れ制度に関する基本的考え方（平成 30 年９月

農業労働力支援協議会）」において、雇用就農者数は現時点で約７万人不足してい

るとされているなど、深刻な人手不足の状況にある。 
   農業就業者の世代間バランスは、現時点で基幹的農業従事者の 68％が 65 歳以上、

49 歳以下は 11％となっており、農業就業者の減少・高齢化を背景として経営規模

の拡大や雇用労働力の増加が進展していること等に鑑みると、今後も農業分野で必

要となる雇用労働力は増加するものと見込まれ、これら要因による人手不足が早急

に改善できる見通しは立っていない。 
   また、農村地域においては、人口が全国を超えるペースで減少が進み、高齢化率

は都市を上回る水準で推移してきており、平成 27 年の高齢化率は都市部の 24.5％

に対し、農村地域は 31.2％になっている。今後も農村地域では全国を超える減少率

で人口が推移すると見込まれている。 
   農業の持続的な発展を図るためには、農業について基本的な知識・技能を有し、

現場の状況に応じて作業手順を自ら考え、自ら栽培管理や飼養管理、収穫・出荷調

製等の作業を行うことができる即戦力の外国人を受け入れることで、農業の成長産

業化につなげることが、当該分野の基盤を維持し、今後も発展させていくために必

要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 
   農業分野においては、令和元年度からの５年間で 13 万人程度の人手不足が見込ま

れる中、年１％程度の必要労働者数の効率化（５年で１万 1,000 人程度）及び追加

的な国内人材の確保（2023 年までに 40 歳代以下の農業従事者を８万人程度確保）

を行ってもなお不足すると見込まれる最大３万 6,500 人を上限として受け入れるこ

ととしている。 

その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大きな経済情勢の変

化を踏まえてもなお、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大３万 6,500

人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
  農業分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試

験に合格した者又は農業分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 
  ア 「農業技能測定試験（耕種農業全般）」 
  イ 「農業技能測定試験（畜産農業全般）」 
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（２）日本語能力水準 
  ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
  イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）農林水産大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた５年間の受入れ見込数を超えることが見込まれる場合

には、法務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、農林水産大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 
５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
   １号特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）に定める試験区分に対

応し、それぞれ以下のとおりとする。 
  ア 試験区分３（１）ア関係 

   耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選別等） 
  イ 試験区分３（１）イ関係 

   畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・選別等） 
（２）特定技能所属機関等に対して特に課す条件 
  ア 直接雇用形態の場合、特定技能所属機関となる事業者は、労働者を一定期間以

上雇用した経験又はこれに準ずる経験があること。 
  イ 労働者派遣形態の場合、次の要件を満たすこと。 
  （ア）特定技能所属機関となる労働者派遣事業者は、農業現場の実情を把握してお

り特定技能外国人の受入れを適正かつ確実に遂行するために必要な能力を有し

ていること。 
  （イ）外国人材の派遣先となる事業者は、労働者を一定期間以上雇用した経験があ

る者又は派遣先責任者講習等を受講した者を派遣先責任者とする者であるこ

と。 
  ウ 特定技能所属機関は、「農業特定技能協議会」（以下「協議会」という。）の

構成員になること。 
  エ 特定技能所属機関及び派遣先事業者は、協議会に対し必要な協力を行うこと。 
  オ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、協議会に対し必要な協力を行う登録支援機関に委託するこ

と。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
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  ア 雇用形態 
    農業分野の事業者を特定技能所属機関とする直接雇用形態及び労働者派遣事業

者を特定技能所属機関として外国人材を農業分野の事業者に派遣する労働者派遣

形態とする。 
  イ 労働者派遣形態により受け入れる必要性 

 農業分野においては、①冬場は農作業ができないなど、季節による作業の繁閑

がある、②同じ地域であっても、作目による収穫や定植等の農作業のピーク時が

異なるといった特性があり、農繁期の労働力の確保や複数の産地間での労働力の

融通といった農業現場のニーズに対応するため、農業分野の事業者による直接雇

用形態に加えて、労働者派遣形態により１号特定技能外国人を受け入れることが

不可欠である。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 
   農林水産省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
   また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、農林水産省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。  
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
農業の特性に鑑み、かつ、豪雪地域等年間を通じた農業生産が維持できない農村

地域の事情を考慮し、特定技能外国人が従事可能な農業関連業務の範囲について柔

軟に対応する。 
農林水産省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、協議会を

組織し、協議会において、外国人材が不足している地域について、外国人材不足の

状況及び課題の把握並びに対応方策の検討、外国人材の適正な受入れに資する取組

等の協議を行う。 
協議会の構成員は、協議の結果に基づき、外国人材の適正な受入れに資する取組

や関係する制度関係省庁等に対する働きかけを行う。     
さらに、農業の次世代を担う人材の確保・育成、スマート農業の推進等による生

産性の向上等の施策を通じて、農業を就業者にとってやりがいのある魅力的な産業

とし、農村地域の維持発展を図る。 



別紙１２ 
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漁業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
農林水産大臣 

 
「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、漁業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運用

方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
漁業分野 

 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 

漁業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かした

業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を図

り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

漁業分野では、生産性の向上や国内人材の確保の取組として、適切な資源管理措

置の下で漁船の高性能化・大型化、作業の自動化・協業化、情報通信技術（ＩＣＴ）

の活用や新規就業者の確保・育成に取り組んでいる。 
（生産性向上のための取組） 

農林水産省では、補助事業等により業界の取組を支援するとともに、生産性向上

のための取組として、適切な資源管理措置の下で、①新たな揚網システムやフィッ

シュポンプの導入等生産性の高い漁船の導入、②海洋観測ブイや衛星情報の活用に

よる海洋環境の迅速な把握、③ＡＩを活用した漁場形成予測による漁場探査の効率

化等、最先端技術の開発、実装、④「浜」単位での先進的な取組事例の全国普及、

⑤自動給餌機や自動カキ剥き機の導入等による作業の効率化等を推進し、省力化に

よる生産性の向上に取り組んでいるところ、漁業者１人当たりの生産量が、25.1 ト

ン（平成 23 年）から 27.2 トン（平成 28 年）へと増加している。 

（国内人材確保のための取組） 
また、国内人材の確保に関しても、沿岸漁業や養殖業を中心に女性・高齢者等の
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多様な国内人材の活用が進むとともに、農林水産省では、補助事業等により、①漁

業就業相談会や漁業体験、②長期研修、③次世代人材投資、④経営技術向上支援等

の業界の取組を支援しているところであり、全体として就業者が減少する中にあっ

て、毎年 2,000 人近い新規就業者を着実に確保するなどの成果を挙げている。 

（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
全国の半島地域や離島地域等津々浦々に 6,298（2013 年）の漁業集落が存在し、

生活の糧として漁業や養殖業が営まれているが、漁業分野における就業者は、平成

10年に 27万 7,000 人であったものが平成 29年には 15万 3,000 人とおおむね半減、

雇われ就業者も３年間で約１割減少しているほか、漁業分野の有効求人倍率は、漁

船員 2.52 倍（船員職業安定年報）、水産養殖作業員 2.08 倍（職業安定業務統計）

となっているなど、深刻な人手不足の状況にある。 

漁業分野の雇われ就業者の約２割を占める 65 歳以上の熟練の高齢労働者が順次

引退していくことから、毎年 1,000 人の新規雇われ就業者を維持しても、今後も人

手不足の深刻化が見込まれるところ、生産性の向上及び国内人材の確保に向けた最

大限の努力を不断に行ったとしてもなお、人手不足の状況を直ちに改善することが

困難である。 

このため、我が国の経済・社会基盤の持続可能性を阻害しないよう、在留資格「特

定技能」により外国人を受け入れることで、我が国漁業の存続・発展を図り、国民

のニーズに応じた水産物を安定的に供給する体制を確保するとともに、国民の将来

にわたって、漁業が持つ海洋環境の保全等の多面的な機能が発揮されるよう漁業が

健全に営まれることを確保することが必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

漁業分野において、令和元年度からの５年間で２万人程度の人手不足が見込まれ

る中、毎年１％程度（５年間で 4,000 人程度）の労働効率化及び追加的な国内人材

の確保（５年間で 7,000 人程度）を行ってもなお、不足すると見込まれる最大 9,000

人を上限として受け入れることとしていたところである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大 6,300

人とし、これを受入れの上限として運用する。 

 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 

漁業分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める試

験に合格した者又は漁業分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 

ア 「漁業技能測定試験（漁業）」 
イ 「漁業技能測定試験（養殖業）」 

（２）日本語能力水準 
ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 
イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
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４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）農林水産大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、農林水産大臣は、

法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 
５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

１号特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３（１）に定める試験区分に対

応し、それぞれ以下のとおりとする。 
ア 試験区分３（１）ア関係 

漁業（漁具の製作・補修、水産動植物の探索、漁具・漁労機械の操作、水産動

植物の採捕、漁獲物の処理・保蔵、安全衛生の確保等） 
イ 試験区分３（１）イ関係 

養殖業（養殖資材の製作・補修・管理、養殖水産動植物の育成管理、養殖水産

動植物の収獲（穫）・処理、安全衛生の確保等） 
（２）特定技能所属機関等に対して特に課す条件 

ア 労働者派遣形態（船員派遣形態を含む。以下同じ。）の場合、特定技能所属機

関となる労働者派遣事業者（船員派遣事業者を含む。以下同じ。）は、地方公共

団体又は漁業協同組合、漁業生産組合若しくは漁業協同組合連合会その他漁業に

関連する業務を行っている者が関与するものに限る。 
イ 特定技能所属機関は、「漁業特定技能協議会」（以下「協議会」という。）の

構成員になること。 
ウ 特定技能所属機関は、協議会において協議が調った措置を講じること。 
エ 特定技能所属機関及び派遣先事業者は、協議会及びその構成員に対し、必要な

協力を行うこと。 
オ 漁業分野の外国人を受け入れる特定技能所属機関が登録支援機関に支援計画の

全部又は一部の実施を委託するに当たっては、漁業分野に固有の基準に適合して

いる登録支援機関に限る。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 

ア 雇用形態 
漁業分野の事業者を特定技能所属機関とする直接雇用形態及び労働者派遣事業

者（上記（２）アに定める者に限る。）を特定技能所属機関として外国人を漁業

分野の事業者に派遣する労働者派遣形態とする。 
イ 労働者派遣形態により受け入れる必要性 
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漁業分野においては、同じ地域であっても、対象魚種や漁法等によって繁忙期・

閑散期の時期が異なるとともに、漁業分野の事業者の多くが零細で半島地域や離

島地域等に存在していること等の特性があり、地域内における業務の繁閑を踏ま

えた労働力の融通、雇用・支援の一元化といった漁業現場のニーズに対応するた

め、漁業分野の事業者による直接雇用形態に加えて、労働者派遣形態により１号

特定技能外国人を受け入れることが不可欠である。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 

農林水産省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を

踏まえつつ、農林水産省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
農林水産省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、地方に点

在する漁村における人手不足の状況を適切に把握し、外国人を受け入れる環境を整

えるため、漁業活動やコミュニティ活動の核となっている漁業協同組合等が、受入

れ外国人との円滑な共生において適切な役割を果たすために必要な支援を行う。 
また、漁村地域の漁業を支える人材の育成・確保、適切な資源管理措置の下で居

住性・安全性・作業性の高い漁船の導入や漁村における地域活動への支援等の施策

を通じて、漁業生産力を向上させるとともに、漁業を就業者にとってやりがいのあ

る魅力的な産業とし、漁村地域の維持発展を図る。 
さらに、漁業の特性に鑑み、かつ、漁業の時期等年間を通じた漁業生産が期待で

きない漁村地域の事情を考慮し、特定技能外国人が従事可能な漁業関連業務の範囲

について柔軟に対応する。 
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飲食料品製造業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
農林水産大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、飲食料品製造業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以

下「運用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
  飲食料品製造業分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
   飲食料品製造業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能 

  を生かした業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続 

  ・発展を図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 

（生産性向上のための取組） 
飲食料品製造業分野は、深刻な人手不足の状況にある中、飲食料品製造業界では、

生産性向上のための取組として、ロボット導入などの設備投資、ＩｏＴ・ＡＩ等を

活用した省人化・低コスト化、専門家による工場診断等が進展し始めている。一般

社団法人日本食品機械工業会の平成 29 年度食品機械調査統計資料によると、食品

機械の国内販売額は直近２年間で 11％増加（平成 27 年に 5,175 億円が平成 29 年に

は 5,760 億円に増加）しているほか、一般社団法人日本ロボット工業会の調査によ

ると、飲食料品製造業向けのロボットの国内出荷額は直近２年間で 39％増加（平成

27 年に 35 億円が平成 29 年に 49 億円に増加）している。 
また、健康志向や高齢化など経済社会の変化に応じた新たな商品の投入や、従来

の商品に新たな価値を見出した商品の提供など、付加価値向上のための取組も進展

し始めている。経済産業省「工業統計調査」によると、食料品製造業の付加価値額
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は平成 22 年から平成 27 年までの５年間で 10％増加している。 
さらに、農林水産省では、専門家による生産性向上の技術や優良事例の紹介を行

う「食品産業生産性向上フォーラム」の開催等の取組を行い、関係者の理解増進が

進みつつあるところである。 
（国内人材確保のための取組） 

国内人材の確保に関し、女性・高齢者が働きやすい雇用環境の改善や研修・セミ

ナーの開催等の取組が業界内で進展し始めている。食料品製造業の女性就業者の割

合は平成 28 年度に 52％となり、全製造業平均の 30％を大幅に上回っている（平成

27 年度から平成 29 年度までの３年間で食料品製造業の女性就業者の割合は 52％前

後で推移している。）ほか、食料品製造業の 60 歳以上従事者は平成 28 年度に 21

％となり、全製造業平均の 16％を上回っている（平成 25 年度から平成 29 年度まで

の５年間で食料品製造業の高齢雇用者の割合は 3.5％増加）などの成果が上がって

いるところである。 
また、国内人材の確保に関し、女性・高齢者の就業促進のため、「食品産業の働

き方改革早わかりハンドブック」の作成・周知を行い、関係者の理解増進が進みつ

つあるところである。 
（処遇改善のための取組） 

人手不足を踏まえた賃上げ等の処遇改善に関し、経済産業省「工業統計調査」に

よると、従業員一人当たりの給与額は増加（平成 18 年に 273 万円が平成 28 年に 289

万円まで増加）しているほか、食料品製造業の正社員比率は直近２年間で 2.0 ポイ

ント上昇（平成 27 年度に 46％が平成 29 年度に 48％に増加）するなどの成果が上

がっているところである。 
また、人手不足を踏まえた賃上げ等の処遇改善のため、収益力を向上させるため

の支援策等に関する講義を行う「『稼ぐ力』応援セミナー」の開催等の取組を行い、

関係者の理解増進が進みつつあるところである。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 

飲食料品製造業は、事業所数及び従業者数が製造業の中では第１位であり、また、

大都市圏とそれ以外の地域において、従業者数比率に大きな偏りはなく、地域経済

の観点からも雇用と生産を支える産業として重要な役割を担っているといえる。 
経済産業省「工業統計調査（平成 29 年）」によれば、製造業全体に占める食料品

製造業の従業者数の比率は、３大都市圏が 13.0％、それ以外の地域が 15.1％となっ

ており、ほぼ同程度の水準となっている。 
また、経済産業省「経済センサス（平成 28 年）」によれば、食料品製造業の製造

品出荷額が製造業で第１位となっているのは９道県（北海道、宮城、新潟、奈良、

高知、佐賀、宮崎、鹿児島、沖縄）となっている。また、第３位までに位置してい

る都道府県は 23 道府県に上っている。 
次に、飲食料品製造業分野における労働力需給の現在の状況は、他の製造業と比

べ雇用人員不足感が高い状況にある。平成 29 年度の飲食料品製造業分野の有効求人

倍率は 2.78 倍であり、1.54 倍である全体より大きい。また、厚生労働省「雇用動

向調査」によれば、平成 28 年度の欠員率が 3.0％に達している。さらに、日銀短観
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によれば、「食料品製造業」（中小企業）の雇用人員判断（ＤＩ）は、平成 29 年３

月にはマイナス 30 であったものが、平成 30 年９月にはマイナス 41 となり、今後の

先行きもマイナス 46 となることが見込まれており、「製造業全般」（中小企業）よ

りも深刻な状況である。 
経済産業省「経済センサス」及び「工業統計調査」によれば、平成 28 年の飲食料

品製造業の従業員数は約 140 万人であり、また、厚生労働省「雇用動向調査」によ

れば、平成 28 年の欠員率は 3.0％である。これら二つの数値を乗じることにより、

欠員数を 4.3 万人と見込んでいる。 
現在のトレンドを踏まえれば、５年後の令和５年度には、欠員率は 5.1％に増加

することが見込まれ、従業員数を横ばいとして、欠員数は 7.3 万人と推計している。 
このため、飲食料品製造業分野においては、生産性の向上及び国内人材の確保に

向けた最大限の努力を不断に行っているところであるが、ある程度目視や手作業に

頼らざるを得ない工程もあり機械化の取組にも限界があること、平成 30 年の食品衛

生法改正により、令和２年６月までに全ての飲食料品製造業者にＨＡＣＣＰ（原材

料の受入れから最終製品までの工程ごとに、微生物による汚染、金属の混入等の潜

在的な危害要因を分析し、特に重要な工程を継続的に監視、記録する工程管理シス

テム）に沿った衛生管理の制度化への対応が求められることから、今後、飲食料品

の製造現場においてＨＡＣＣＰを含む衛生管理の知識を有する人材を確保していく

ことが急務な状況となっていること等から、人手不足の状況を直ちに改善すること

は困難である。  
   このため、飲食料品製造業の持続可能性を阻害しないよう、特定技能外国人を受

け入れることで、我が国の飲食料品製造業の持続的な存続・発展を図り、良質で安

全な飲食料品を安定的に供給する体制を確保することが必要不可欠である。 
（４）受入れ見込数 

飲食料品製造業分野においては、令和元年度からの５年間で７万 3,000 人程度の

人手不足が見込まれる中、５年間で２％程度（５年間で２万 7,000 人程度）の生産

性向上及び追加的な国内人材の確保（５年間で１万 2,000 人程度）を行ってもなお

不足すると見込まれる最大３万 4,000 人を上限として受け入れることとしていたと

ころである。 
飲食料品製造業分野における都道府県別の有効求人倍率（平成 29 年度）を見ると、

岡山県が 7.44 倍、富山県が 5.62 倍、福井県が 5.50 倍となるなど、特に倍率が高い

地域となっている。農林水産省では、「食品産業生産性向上フォーラム」や「『稼

ぐ力』応援セミナー」等の場を通じて、こうした地域における人材ニーズや生産性

向上に向けた課題等の把握を行い、受入れ見込数の設定に当たっての参考にしたと

ころである。 

しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大８万

7,200 人とし、これを受入れの上限として運用する。 
 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
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    飲食料品製造業分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下

に定める試験に合格した者又は飲食料品製造業分野の第２号技能実習を修了した者と

する。 
（１）技能水準（試験区分） 
      「飲食料品製造業特定技能１号技能測定試験」 
（２）日本語能力水準 
   ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

  イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 
 

４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）農林水産大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、農林水産大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 
５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
      飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く。）の製造・加工、安全衛生） 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 
    ア  特定技能所属機関は、農林水産省、関係業界団体、登録支援機関その他の関係

者で構成される「食品産業特定技能協議会」（以下「協議会」という。）の構成

員になること。 
  イ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
  ウ 特定技能所属機関は、農林水産省又はその委託を受けた者が行う調査等に対し、

必要な協力を行うこと。 
  エ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、協議会の構成員となっており、かつ、農林水産省及び協議

会に対して必要な協力を行う登録支援機関に委託すること。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
      直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 
   農林水産省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
   また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を
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踏まえつつ、農林水産省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
ア 特定技能外国人の就労が大都市圏等の地域に過度に集中することがないよう、

「飲食料品製造業特定技能１号技能測定試験」の国内における試験は、大都市に

限らず地方も含めて幅広く実施するという観点から、全国 10 か所程度で実施す

る。 
イ 農林水産省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、協議会

での協議も踏まえ、生産性向上のための取組や国内人材確保のための取組が行わ

れていてもなお外国人を含む人手不足が顕著である地域が認められる場合には、

その地域において特定技能外国人の就業が円滑に行われるよう、試験の開催場所

・頻度等の調整に努めるとともに、その他必要な支援等について、制度関係機関、

関係業界団体等とも連携して取り組む。 
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外食業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針 
 

法 務 大 臣 
国家公安委員会 
外 務 大 臣 
厚生労働大臣 
農林水産大臣 

 
 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を踏まえ、

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号。以下「法」という。）第２条の４

第１項の規定に基づき、法第２条の３第１項の規定に基づき定められた「特定技能の在

留資格に係る制度の運用に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）にのっとっ

て、外食業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（以下「運

用方針」という。）を定める。 
 
１ 人材を確保することが困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確保を図

るべき産業上の分野（特定産業分野） 
  外食業分野 
 
２ 特定産業分野における人材の不足の状況（当該産業上の分野において人材が不足し

ている地域の状況を含む。）に関する事項 
（１）特定技能外国人受入れの趣旨・目的 
   外食業分野において深刻化する人手不足に対応するため、専門性・技能を生かし

た業務に即戦力として従事する外国人を受け入れることで、本分野の存続・発展を

図り、もって我が国の経済・社会基盤の持続可能性を維持する。 
（２）生産性向上や国内人材確保のための取組等 
 （生産性向上のための取組） 
   店舗内調理等の機械化や作業動線の見直しによる省力化、食券販売機・セルフオ

ーダーシステム・セルフレジ等の導入やキャッシュレス化によるサービスの省力

化、その他店舗運営に係る各種業務のＩＣＴ化等によって業務の省力化、省人化を

進め、この効率化によって得られた余力人員、資金などを糧に新たな価値やサービ

スの創出（新しいメニューや業態の開発等）、付加価値向上（国産食材の積極的な

使用、高付加価値食材の使用等）につながる取組が各企業の規模や業態に応じて行

われている。 
   省力化・省人化の例として、一般社団法人日本厨房工業会による業務用厨房機器

に関する実態調査によれば、食器洗浄機の国内販売台数は直近５年間で約 70％増加

している。また、付加価値向上の取組としては、ある外食チェーンでは、消費者の

健康志向に応えるため、店舗で使用する野菜全てを国産に切り替え、そのことをア

ピールしたところ、メニュー価格を上げたにもかかわらず、利益は増加した例があ

る。



 

 - 2 -

   さらに、農林水産省では、専門家による生産性向上の技術や優良事例の紹介を行

う「食品産業生産性向上フォーラム」の開催や「外食・中食の生産性向上に向けた

手引き」の作成・配付により優良事例の普及等を図るとともに生産性向上に向けた

活動に対する国の財政面や金融税制面からの支援措置をまとめたガイドブックを

府省横断で作成し、関連支援措置の普及に取り組んでいる。 
（国内人材確保のための取組） 

   女性、高齢者を含む多様な人材を確保・維持する観点から、物理的な作業負担の

軽減や安全対策の強化、転勤のない地域限定正社員制度の導入等育児・介護に配慮

した働き方の推進、24 時間営業や 365 日営業の見直しを含む営業時間の短縮等の取

組が行われている。例えば、営業時間については、厚生労働省の調査によれば、調

査対象 451 社中 28.4％が過去３年間（平成 25～27 年度）に「営業時間が短くなっ

た」と回答し、90.7％が 24 時間営業の導入状況について「行っていない」と回答

している（厚生労働省「過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研

究事業報告書」（平成 29 年３月））。 
   こうした取組等も通じ、外食業の女性従業員比率は 58.9％と全産業平均の 44.3

％の 1.3 倍であり（平成 28 年「経済センサス」）、また、高齢者従業員比率につ

いては、65 歳以上の従業員割合が飲食店で 12.9％と全産業平均（12.5％）を上回

り、多様な人材確保に資するものとなっている（平成 29 年度厚生労働省「労働力

調査」）。 
（処遇改善のための取組） 

   人手不足を踏まえた処遇改善のための取組として、パート・アルバイトの給与の

引上げや正社員化の推進等の取組が行われている。例えば、直近３年間の「飲食店」

のパートタイム労働者の給与（時給ベース）は一貫して増加傾向にあり、平成 27

年と 30 年（１月～９月分）の平均給与を比較すると 6.0％増と全産業の増加率と同

等の水準で増加している（厚生労働省「毎月勤労統計調査」）。 
   さらに農林水産省では、「食品産業の働き方改革早わかりハンドブック」を作成

し労働環境の改善を推進するとともに、人手不足を踏まえた賃上げ等の処遇改善の

ため、「稼ぐ力」応援セミナーの開催等の取組を行い、関係者の理解増進が進みつ

つあるところである。 
（３）受入れの必要性（人手不足の状況を判断するための客観的指標を含む。） 
   外食業分野の飲食物調理や接客といった業務は、状況に応じて臨機応変に作業内

容を変える判断が必要となること、また手作り感やホスピタリティといった外食業

ならではの価値を作り出すことが求められること等から、機械化による省力化にも

限りがあるなど、生産年齢人口が大幅に減少する中で深刻な人手不足の状況が発生

している。 
   平成 29 年度の外食業の有効求人倍率は、「飲食店主・店長」が 12.68 倍、「飲食

物給仕係」が 7.16 倍、「調理人」が 3.44 倍、「外食（各職業分類を加重平均した

もの）」が 4.32 倍であり、1.54 倍である全体の３倍近くとなっている。また、外

食業を含む「宿泊・飲食サービス業」の平成 29 年上半期の欠員率は 5.4％と全産業

計（2.4％）の２倍以上と高水準にある。これに外食業の従業員数約 470 万人を乗
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じると欠員数約 25 万人と試算されるところである。さらに、日銀短観によれば、

「宿泊業、飲食サービス業」の雇用人員判断(ＤＩ)は、平成 30 年９月の実績がマ

イナス 58、同 12 月の予測が、マイナス 63 と、どちらも全調査対象業種中最低とな

っている。 
   上記（２）のような取組を行ってもなお、外食業は深刻な人手不足の状態にあり、

今後、生産性向上、国内人材確保の取組を継続していくとしても、人手不足が完全

に解消される見込みとはなっていないところである。 
   また、外食業は、国民に豊かで多様な食生活を提供するだけでなく、訪日外国人

旅行者を我が国に呼び込む上で魅力を提供するものであるが、集客力のある観光地

等において飲食サービスの提供が求められるにもかかわらず、周辺に働き手が存在

しないというミスマッチの発生が想定される。例えば、平成 29 年度の求人数・求

職者数を分析したところ、大都市圏以外では、北陸地方や中四国地方において、人

手不足の傾向が見受けられた。このような状況に対処して、今後も安全で質の高い

商品・サービスの提供を行うための人材を十分に確保するためには、一定の専門性

・技能を有する即戦力の外国人を受け入れることが必要不可欠である。 
   なお、外国人の受入れに当たっては、以下のような食品衛生に関する状況も考慮

することが必要である。 
   食中毒事件のうち、原因施設として判明しているものの中で「飲食店」が占める

割合は常に高い。また、平成 30 年の食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）の改正

（平成 30 年６月 13 日公布）により、令和２年４月からは飲食店においてもＨＡＣ

ＣＰ（原材料の受入れから最終製品までの工程ごとに、微生物による汚染、金属の

混入等の潜在的な危害要因を分析し、特に重要な工程を継続的に監視、記録する工

程管理システム）に沿った衛生管理が求められることとなる見込みであることか

ら、今後、外食業においてＨＡＣＣＰを含む衛生管理の知識を有する従業員の割合

を増やしていくことが重要となっている。 
（４）受入れ見込数 
   外食業分野においては、令和元年度からの５年間で 29 万人程度の人手不足が見込

まれる中、毎年 0.5％程度（５年間で 11.8 万人程度）の生産性向上及び追加的な国

内人材の確保（５年間で 11.8 万人程度）を行ってもなお不足すると見込まれる最

大５万 3,000 人を上限として受け入れることとしていたところである。 

   しかしながら、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による大き

な経済情勢の変化を踏まえ、令和５年度末までは、当面、受入れ見込数を最大３万

500 人とし、これを受入れの上限として運用する。 

 
３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関する事項 
  外食業分野において特定技能１号の在留資格で受け入れる外国人は、以下に定める

試験に合格した者又は外食業分野の第２号技能実習を修了した者とする。 
（１）技能水準（試験区分） 
   「外食業特定技能１号技能測定試験」 
（２）日本語能力水準 
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  ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（Ｎ４以上）」 

  イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当以上の水準と認められるもの 

 
４ 法第７条の２第３項及び第４項（これらの規定を同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定による同条第１項に規定する在留資格認定証明書の交付の停止の措

置又は交付の再開の措置に関する事項 
（１）農林水産大臣は、有効求人倍率等の公的統計等の客観的指標等を踏まえ、人手不

足の状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討・発議等の所要の対応を行うとと

もに、上記２（４）に掲げた受入れ見込数を超えることが見込まれる場合には、法

務大臣に対し、一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を求める。 
（２）一時的な在留資格認定証明書の交付の停止の措置を講じた場合において、当該受

入れ分野において再び人材の確保を図る必要性が生じた場合には、農林水産大臣

は、法務大臣に対し、在留資格認定証明書の交付の再開の措置を求める。 
 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する重要事項 
（１）１号特定技能外国人が従事する業務 
   外食業全般（飲食物調理、接客、店舗管理） 
（２）特定技能所属機関に対して特に課す条件 
  ア 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に対して、風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号。以下「風俗営業法」という。）

第２条第４項に規定する「接待飲食等営業」を営む営業所において就労を行わせ

ないこと。 
  イ 特定技能所属機関は、１号特定技能外国人に対して、風俗営業法第２条第３項

に規定する「接待」を行わせないこと。 
  ウ 特定技能所属機関は、農林水産省、関係業界団体、登録支援機関その他の関係

者で構成される「食品産業特定技能協議会」（以下「協議会」という。）の構成

員になること。 
  エ 特定技能所属機関は、協議会に対し、必要な協力を行うこと。 
  オ 特定技能所属機関は、農林水産省又はその委託を受けた者が行う調査等に対し、

必要な協力を行うこと。 
  カ 特定技能所属機関は、登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の実施を委

託するに当たっては、協議会の構成員となっており、かつ、農林水産省及び協議

会に対して必要な協力を行う登録支援機関に委託すること。 
（３）特定技能外国人の雇用形態 
   直接雇用に限る。 
（４）治安への影響を踏まえて講じる措置 
   農林水産省は、基本方針を踏まえつつ、所掌事務を通じて治安上の問題となり得

る事項を把握するために必要な措置を講じるとともに、把握した事項について制度

関係機関と適切に共有する。 
   また、深刻な治安上の影響が生じるおそれがあると認める場合には、基本方針を
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踏まえつつ、農林水産省及び制度関係機関において、共同して所要の検討を行い、

運用方針の変更を含め、必要な措置を講じる。 
（５）特定技能外国人が大都市圏その他の特定の地域に過度に集中して就労することと

ならないようにするために必要な措置 
  ア 特定技能外国人の就労が大都市圏等の地域に過度に集中することがないよう、

「外食業特定技能１号技能測定試験」の国内における試験は、大都市圏以外の地

方を含めた全国 10 か所程度で実施する。 
  イ 農林水産省は、本制度の趣旨や優良事例を全国的に周知するとともに、協議会

での協議も踏まえ、生産性向上のための取組や国内人材確保のための取組が行わ

れていてもなお外国人材を含む人手不足が顕著である地域が認められる場合に

は、その地域において特定技能外国人の就業が円滑に行われるよう、試験の開催

場所・頻度等の調整に努めるとともに、その他必要な支援等について、制度関係

機関、関係業界団体等とも連携して取り組む。 
   


